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内部統制報告書を作成するに当たって準拠している用語、様式及び作成方法

ジェー・ピー・モルガン・チェース・アンド・カンパニー（以下「JPモルガン・チェース」又は「当社」

といいます。）は、財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令第12

条第１項の規定に従い、米国1934年証券取引所法Rule13a-15(e)及び15d-15(e)に定義される米国において一

般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価及び報告の基準（以下「米国内部統制基準」とい

います。）に準拠して、当社の内部統制の評価及び報告書の作成を行なっています。

 

米国と日本における内部統制の評価及び報告基準の主要な相違点

米国内部統制基準と日本において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準（以

下「日本内部統制基準」という。）との主たる相違点は、次の通りです。

 

(1)　評価基準

日本内部統制基準では、企業会計審議会により公表された「財務報告に係る内部統制の評価及び監

査の基準」に基づいて内部統制の評価を行うことが要求されていますが、米国においては、公開企業は

米国企業改革法第404条により要求されている財務報告に係る内部統制の有効性の評価を実施し、報告

することとされています。

 

(2)　評価対象となる会社

米国内部統制基準では、当社及び連結子会社についての財務報告に係る内部統制の有効性の評価が

要求されていますが、日本内部統制基準では、当社及び連結子会社並びに持分法適用関連会社の財務報

告に係る内部統制の有効性の評価が要求されています。

 

(3)　「財務報告」の範囲

米国内部統制基準では、財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等に係る対外的な報告の

信頼性を確保するための内部統制及び個別財務諸表に係る内部統制は、財務報告に係る内部統制の範

囲に含まれていませんが、日本内部統制基準では、評価及び監査の対象となる財務報告に係る内部統制

の範囲に含まれます。

 

(4)　内部統制の枠組み

米国内部統制基準では、適用すべき内部統制の枠組みは特定されておらず、当社ではトレッドウェイ

委員会組織委員会（以下「COSO」といいます。）が発行した「内部統制の統合的枠組み」で確立され

た規準に基づいています。日本内部統制基準では、適用すべき内部統制の枠組みが、企業会計審議会が

公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び

監査に関する実施基準の設定について（意見書）」において明記されています。
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米国と日本における内部統制監査との主要な相違点

当社は、金融商品取引法第193条の２第２項第１号の規定に従い、米国の独立登録会計事務所であるプライ

スウォーターハウスクーパース　エルエルピーから、米国公開企業会計監視委員会の基準（以下「米国内部統

制監査基準」といいます。）に準拠して内部統制報告書の監査証明を受けています。

米国内部統制監査基準と、日本において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基

準に準拠した場合との主たる相違点は、次の通りです。

 

(1）　日本で一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠した場合、独立監査

人は経営者が作成した内部統制報告書に対する意見表明を行いますが、米国内部統制監査基準では、

財務報告に係る内部統制に対する意見表明を行います。

 

(2）　日本で一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠した場合、財務諸表

及び財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等を監査の範囲としますが、米国内部統制監査

基準では、「経理の状況」に掲げられた連結財務諸表の作成に係る内部統制のみを監査の範囲としま

す。

 

(3）　日本で一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠した場合、持分法適

用関連会社が監査の範囲に含まれますが、米国内部統制監査基準では監査の範囲に含まれません。

 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

当社の経営者は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の責任を有しています。財務報告に関する内部

統制は、当社の主要業務役員及び主要財務担当役員、又は同様の職務を履行する者の監督の下、財務報告の

信頼性及び一般に公正妥当と認められる会計原則に従った外部報告目的の当社財務書類の作成に関して合

理的な保証を提供できるように設計されています。

 

当社は、COSOが公表した「内部統制の統合的枠組み」における規準に準拠して、財務報告に係る内部統制

を整備及び運用しています。

 

当社の財務報告に関する内部統制には、以下についての方針及び手続が含まれています。

 

(1)　当社の取引及び当社の資産の処分を合理的な範囲で正確かつ公正に反映する記録の維持に関係する

もの。

 

(2)　米国で一般に公正妥当と認められている会計原則に準拠した財務書類を作成するために必要な取引

が記録されていることについて、また当社の収入及び支出が当社の経営者及び取締役の承認に基

づいてのみ発生していることについて、合理的な保証を提供するもの。
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(3)　財務書類に重大な影響を及ぼす可能性のある当社の資産の未承認の取得、利用若しくは処分の防止

又は適時発見に関して合理的な保証を提供するもの。

 

財務報告に関する内部統制には固有の限界があるため、虚偽の表示が防止又は発見されない可能性があ

ります。また将来における有効性の評価の予測については、環境の変化によって統制が不十分となったり、

方針又は手続への準拠の程度が低下したりするといったリスクが存在します。

 

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

当社の経営者は、COSOが公表した「内部統制―統合的枠組み」で規定される規準に基づき、当社の2009年

12月31日の財務報告に関する内部統制の有効性について評価を実施しました。

 

３ 【評価結果に関する事項】

上記の評価手続を実施した結果、当社の経営者は、当事業年度の末日（2009年12月31日）現在の当社の

財務報告に係る内部統制は有効であると判断しました。

 

４ 【付記事項】

該当事項なし。

 

５ 【特記事項】

該当事項なし。
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